
コーホレートガバナンス
CORPORA1巳 GOVERMANOF

当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

1コーハレート・ガバンスニ

1.基本的な考え方

企案価値の最大化による株主価値の向上のため、迅速な経営の意思決定を図るとともに、チェック機能の強化により法令の連守と透明性の高い
経営を実現Lていくことが当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方であり、経営上の重要な課嗣として取り組んでおります。

2.資本構成

外国人株式保有比率 1峠未満

【大株主の状況1

大東通商株式会社

林中央金庫

株式会社みずほ銀行(常任代理人資産管理サービス

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(託口)

日本トラスティ・サービス託銀行株式会社(信託口)

東京海上日動火災保険株式会社

東洋製俺グルーブホールディングス株式会牡

日本生命保険相互会社

株式会杜山口銀行

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口5)

10社以上50社未満

最終更新日:2015年4月1日
マルハニチロ株式会社
代表取締役社伊髞滋

問合せ先:広報倶部

証券コード:1333

http:/ WWW.m.ルト1.-nichiro.COJP

氏名又は名称

支配株主(親会社を除く)の有

親会社の有無

補足説明

当社は、平成26年4月1日付で、当社を存続会社、当社の完全親会社である株式会杜マルハニチロホールデーングスを消滅会社として合併し、
同日付で、東京証券取引所市場第一部)1こ上場いたしました.大株主の状況につきましては、平成26年4月1日時点の当社の大株主の状況を記
賊しております。

3.企業属性

上取引所及び市区分 東京第一部

決期 3月

業 水産・農林業

託銀行株式会社)

所 株式数(株)
5,181,921

前
数

前事業年度における(連結)売上

直前業年度末における連結子会社数

年度末における(連結)従

2.741.374,500

1,2朝,卯0^
2.311.157'152

4.支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

合(")

^

1000億円以上1兆円未満

5.その他コーポレート・ガバナンスに要な影を与えうる特別な事

当社は、上場子会社として大都魚類株式会社(東京証券取引所市第二部上)を有Lております.
企業集団における業務の適正及び企業集団の全体最適を確保するため、当該子会社に取締役及び監査役を派しているほか、当社の経営会
議その他の機関において当該子会社に関する事項の審議等を行っておりますが、原則として当嚴子会社の経営陣の判断を尊重することとし、当
肢子会杜及び当社以外の株主モの他当該子会牡におけるステークホルダーの利益が、不当に損なわれることのないよう努めております.

1032

3,71

Im0人以上

^
^
^
^



Z

1.機関成・組織

組織形

【取締役関係】

定款上の取締役の数

定款上の取締役の任期

取締役会の議

取締役の人

社外取締役の選任状況

社外取締役の人数

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

営等に係る事項

監役設会社

ののコーハレー・ガバ ンス

員数の上限を定めていない

1年

会社との関係U

社長

17 名

中部由郎

飯村北

選任している

※会社との関係についての選択項目
※本人が各項目に「現在・最近」において骸当している場合は「0」、「過去」に骸当している場合は「△」
※近親者が各項目に「現在・最近」において骸当している場合は「.」、「過去」1こ該当している場合は「'」
串上場会牡又はモの子会社の業務執行者

b 上場会社の袈会社の業務執行者又は非業務執行取締役

上場会社の兄弟会社の業務執行者

上場会社を主要な取引先とする者又はその業務歓行者

上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

上会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家
上場会社の主要株主(当該主要株主が法人である合には、当該法人の業務執行者)

上場会杜の取引先(d、.及びfのいずれにも該当しないもの)の粂務執行者(本人のみ)

社外役員の相互就任の関係にある先の禦務執行者(本人のみ)

上場会杜が寄付を行っている先の業務執行者(本人のみ)

k その他

会社との関係②

の

2名

氏名

1名

氏名

中部由郎

会社との関(※)

独立
役

飯村北

適合項目に関する足説明

中部宙郎氏は、当社の主要株主である大
東通商株式会社の代表取締役社長であ
ります。

選任の理由

大東通商株式会社の代表取締役社長としての
豊富な経験とれた見識に基づき、社内取翁
役とは興なる観点からのグループ経営に関す
るご見をいただくことにより、当社のコーボレ
ート・ガバナンス及ぴグループ経営に献して
いただくためであります。
なお、当社の主要株主の業務執行者であり、
一般株主と利益相反の生じるおそれがあるも
のとして掲げられている事項に該当Lうるもの
として、独立役員とLては指定しておりません
が、監督機関に求められる実効性や専門性等
の要素を考慮L、牡外取締役として適当である
と判断しております。

弁士とLての公正・中立な立場から、社内
取締役とは異なる観点からのグループ経営に
関するご意見をいただくことにより、当社のコー
ポレート・ガバナンス及びグループ経営に貢献
していただくためであります.
また、一般株主と利益相反の生じるおモれが
あ
るものとして掲げられている事項に該当してお
らず、一般株主と利益相反の生じるおそれは
な
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指名委員会又は報酬
任意の委員会の有無

τ監査役関係】

監査役会の設置の有無

定上の監役の数

会に相当する

監役の人数

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査役と会計監人は、当社及ぴグループ会社における監査体制、監計固、監査実施状況等についての意見交換等を目的として、定期連絡
会、監査立金い、その他情報交換を行っております。
また、監査役と内都監査部門の間でま、内部監査部門が監査役に対し、当社及びグループ会社の内都監査を実施するに際して、その監査方針
を事前に確認するとともに、内部監査の結果に関して報告することとしております。

社外監役の選任状況

設している

社外監査役の人数

員数の上限を定めていない

社外監役のうち独立役員に指定され
ている人数

5名

いと判断し、独立役として指定しております.

会社との関係(1

永井俊行

川村融

清水裕之

兼山嘉人

選任している

4名

会社との関係についての選択項目
本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「0」、「過去」に該当している場合は「△」
近親者が各項目に「現在・最近」1=おいて該当している場合は「.」、「過去」に該当している場合は「'」
上場会社又はその子会社の業務執行者

上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

上場会社の親会社の案務執行者又は非業務執行取締役

上場会社の親会社の監査役

上場会社の兄弟会社の業務執行者

上場会社を主要な取引先とする者又はその案務執行者

上場会社の主要な取引先又はモの業務執行者

上場会社から役報酬以外に多額の金銭モの他の財産を楊ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

上場会社の主要株主(当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者)

上場会社の取引先(f、菖及びhのいずれにも該当しないもの)の業務執行者(本人のみ)

社外役の相互就任の関係にある先の業務執行者(本人のみ)

上場会社が寄付を行っている先の業務執行者(本人のみ)

モの他

氏名

1名

選任の理由

法律の要件に骸当し、職歴、人格、能力、経
験、見識等においてれた方で取締役とは独
立の立場から監査を行っていただくためであり
ます。
なお、当社と取引関係のある農林中央金庫の
出身者であり、一般株主と利益相反の生じる
、

モれがあるものとして掲げられている事項に該
当しうるものとして、独立役としては指定して
おりませんが、監督機関に求められる実効性
や専門性等の要素を考慮し、社外監査役とし
て適当であると判断しております。

法律の要件に該当し、職歴、人格、能力、経
駿、見識等において優れた方で取締役とは独

虞性

会社との関係②

会社との関係(※)

.bod.f丘hijk

.亜国.....

....四.....

......四......

.............

氏名

永井俊行

独立
役

合項目に関する補足説明

永井俊行氏は、当社の主要な取引先であ
る農林中央金庫の業務執行者として勤務
していたことがあります。同金庫からは、
当社の運転資金の貸付を受けておりま
す。
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川村融

清水裕之

川村融氏は、当社の主要な取引先である
株式会社みずほ銀行の業務執行者として
勤務していたことがあります。同行から
は、当社の運転資金の貸付を受けており
ます.

兼山嘉人

【独立役員関係】

清水裕之氏は、当社の主要な取引先であ
る三菱UFJ信託鰻行株式会社の業務執
行者として勤務Lていた二とがあります。
同社からは、当社の運転資金の貸付を受
けております.

立の立場から監査を行っていただくためであり
ます。
なお、当社と取引関係のある株式会牡みずほ
銀行の出身者であり、一般株主と利益相反の
生じるおそれがあるものとして掲げられている
事項に該当しうるものとして、独立役として
は

指定しておりませんが、監機関に求められる
実効性や門性等の要素を考慮し、社外監査
役として適当であると判断しております。

法律の要件に該当し、職歴、人格、能力、経
験、見臓等において優れた方で取締役とは
独立の立場から監査を行っていただくためであ
ります。
なお、当社と取引関係のある三菱UFJ 託銀
行株式会杜の出身者であり、一般株主と利益
相反の生じるおモれがあるものとして掲げられ
ている事項に鮫当しうるものとして、独立役

しては指定しておりませんが、監督機関に求め
られる実行性や専門性等の要素を考慮し、社
外監査役として適当であると判断Lておりま
す.

法律の要件に該当し、職歴、人格、能力、経
験、見識等において優れた方で取締役とは独
立の立場から監晝を行っていただくためであり
ます.また、一般株主と利益相反の生じるおそ
れがあるものとして掲げられている事項に該当
しておらず、一般株主と利益相反の生じるおそ
れはないと判断し、独立役員として指定してお
ります.

独立役員の人数

その他独立役員に関する事項

【インセンティブ関係】

取締役ヘのインセンティブ付与に関する
施策の施状況

該当項目に関する補足説明

現在は、一定程度の定額報酬をもって各取締役に職務に専念していただくこととしておりますが、各取締役の集鎖向上ヘの意欲を高める二とも有
意襲であり、今後、報酬体系のあり方について検討してまいります.

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

【取締役報酬関係】

(個別の取締役報酬の)開示状況

実施していない

該当項目に閏する補足説明

有価証券報告では、取諦役(牡外取締役を除く。)、社外役員に区分し、支給人員及び支給額を開示しております.
事禦報告では、全取締役の支給人員及び支給額を開示しており、社外取締役の報酬にっいては、括弧きにて開示しております。

報酬の額又はその算定方法の決定方
針の有無

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

個別綴酬の開示はしていない

なし



【社外取締役社外監査役のサポート体伽n

社外取締役及び牡外監査役に対しては、取締役会における充実した議諭に資するため、取締役会の議題の内容等につき、予め取締役会事務局
より報告する二ととしております.

務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る項(現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要)

d)取締役、取締役会、執行役員制度、経営会謄
提出日現在の経営体制は、社外取締役2名を含む取締役17名であり、経営戦略の立案及び業務執行の監督を行うとともに、執行役員制度を導
入L、経営と執行を分離することにより、取締役会の監督機能の強化を図つております.
2014年度における取締役会は臨時取締役会を含めてW回開催され、平均出席牢は取締役飾%、監査役98"となっております。
また、迅速な経営の思決定のため、常務以上の役付取締役及ぴ役付執行役員で構成される経会臓を原則として週1回開催し、経営及び粲
務執行の全般について審議を行うとともに、取締役会から授権された事項について決定を行ウております。
なお、当社では、独立性の高い社外取締役1名を独立役員として指定しております。

(2)監査役、監役会
当社は、監査役制度を採用Lており、提出日現在におけるその員数は5名(うち、4名が社外監査役)であり、うち4名が常勤の監査役であります
2014年度における監査役会は7回開催きれ、監晝役の平均出席率は97"となっております。
監査役の監査活動としては、上記の取締役会を含む重要会議ヘの出席、当社部暑長ヘのヒアリングの実施、国内外の子会社ヘの往査、会計監
査人からの監査結果等の聴取並びに意見交換、グループ監査役連絡会を定期的に開催する等、取締役の業務執行の妥当性・適法性につき監
査を行っております。
なお、監査役の機能強化に関する取組状況につき、当杜では、独立性の高い社外監査役1名を独立役員として指定しているほか、金融機関にお
ける長年の経験とかな知識を有する社外監査役3名を選任Lております.

(3)会計監査
当社は、会社法に基づく会計監査人及び金融商品取引法に基づく会計監査に有限任あずさ監査法人を起用しておりますが、同監査法人及び
同監査法人の業務執行社員と当社との聞には、特別の利害関係はありません.当社は、同監査法人との間で、会社法監と金融商品取引法監
査について監査契約書を締結し、伺契約1二基づき監査報酬を支払っております。2014年度において業務を執行Lた公認会計士は、文倉辰永、開
内啓行、猪俣雅弘の3名であり、覧査業務に係る補助者は公認会計士11名、その他16名であります。

(4)内部監査
当社は、関連法令の遵守、財務諸表報告の頼性の保証、業務の有効性及び効牢性の確認等を目的とする内部統制の一機能として、当社及び
当社グループにおける内部統制システムの有効性を検証し、モの機能維持ヘの献のため、監査部を設置し、16名の職員を配置し内部監査を
実施しております。
当社の内部監査は、当社グループ各社の軽営諸活動全般にわたる管理・運営の制度及ぴ粂務の遂行状況を合法性と合理性の観点から検証・評
価し、その結果の報告、改蕃・助言等の提案を行うことにより、当社グループの財産の保全及び経営の効率を図ることを目的とLております.

3.現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

企業価値の最大化による株主価値の向上のため、迅速な経営の意思決定を図るとともに、チエック機能の強化により、法令の遵守と透明性の高
い経営を実現していくことが当牡のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方であり、経営会誰による迅速な経営の意思決定と、独立性
及び専門性の高い社外取締役若しくは牡外監査役を含む取締役会若しくは監査役会並びに会計監査人及び内部監査部門との連携強化による
チエック機能の強化により、法令の遵守及び透明性の高い軽営を実現することができるとの判断に基づき、現状の体制を探用しております。



^主のの

1.株主総会の活性化及ぴ議決権行使の円;化に向けての取組み状況

集中日を回避した株主総会の設定

その他

2.1Rに関する活動状況

補足説明

2014年3月期の定時株主総会を2014年6月26日に開催しましナニ.

株主総会において、業報告等をビジュアル化し、分かり易く説明Lております

ディスクロージャーポリシーの作成・公

アナノスト関投資家向ナに定期的説
明会を開催

狽資料のホームページ掲載

当社は、株主、投資家の皆様に対し、透明性、公平性、継続性を基本に迅速
な情報提供に努めます.金融商品取引法及ぴ東京証券取引所の定める癒
時開示規則に準拠し九惰報の開示に努めるほか当社の判断により当杜を
理解していただくために有効と思われる惰報につきましても、タイムリーか
つ積極的な情報開示に努めます。
当社のホームペーゾのURLは、 http:/ W艸.m.ruh勃一hioh廿0,00即であり、
当骸ホームベーフにおいてディスケロージャー末りンーを公表Lております。

5月と11月の年2回、アナリスト向け決算説明会を開催する予定としておりま
す

当社のホームヘージにおいて、決惰報、アナリスト向け決算説明会料
決情報以外の適時開示資料、有価証券報告書、四半期報告書招集通
知及び倶レポート等を掲載しております

当社のIR担当郁暑は、広報IR部であり、倶事務連絡責任者は広報IR郁長で
あります。IRに関する部(担当者)の設置

3.ステークホルダーの立の尊に係る取組み状況

補足説明

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

代者自身
による説明
の有無

株主には、「ディスクロージャーポリシー」に基づき

補足説明

開示を実施しております



1P システムに

内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整

内郁統制体制整備に関する取締役会決議

(6)当社ならぴにその親会社および子会社から成る企業集団における集務の適正を確保するための体劃K会社法施行規則第100条第1項第5
号)
1)当社はじめグループ各社の役職員が拠って立つぺき基本原則および精神的支柱として、「グループ理念」「グループスローガン」「グループピジ
ヨン」「グループ行動指齢」および「社割1」を制定し、グループ役職員による遵守を期すべく、周知・啓蒙に努めている。
2)法令遵守の重要性について、経営トップが自ら折に触れてグループ役職員に対するメッセージを発している.
3)主要ゲループ各社に取締役または監査役を派遣して、各社の日常の経営をモニタリングするとともに、主要グループ各社の代表者が出席する
グループ経営会を定期的に開催Lて、企業集団とLての目標共有とグループ各社の連携強化を図っている。
4)企業集団の事業を複数のユニットに分別し、その責任者であるユニット摂の立案する戦略および計画に基づき、各ユニットの業務を推進してい
る。重要案件については、ユニットのみならず企業集団の全体適を実現すべく、経営会議またはその下部機関である投資委員会において審
Lている。
5)経営会議に関する規程および管理報告に関する規程を制定し、企業集団内の重要な情報につき適時適切な収集・伝達に努めるとともに、経営
会議以下の各機関において企業集団に関する事項の霽、決定、承認等を行っている.
6)各機関における審謎に先立って、法令遵守の観点から関係部署による確認を行うこととしている。
フ)内部監査を担当する部署が計画的にグループ各社に対する内部監査を実施している。

(1)取締役の職務の執行が法令および定款に遼合することを確保するための体制(会社法第362条第4項第6号)
1)当社をはじめグループ各社の役職員が拠って立つべき基本原則および精神的支柱とLて、「グループ理念」「グループスローガン」「グループビ
ジョン」「グループ行動指針」および「杜釧」を制定L、当杜役は、グループ内におけるこれらの遵守、透を図るため、率先垂範している。
2)取締役会にて決定した役員職務分掌に基づき各取締役が業務を執行することとし、原則七して、定例取締役会を毎月1回開催するとともに、臨
時取糊役会を必要に応じて随時催し、経営の意思決定および取締役の業務執行の監を行っている。
3)杜外取締役を招勝し、取締役会の思決定および取締役の業務執行について、公正かつ独立した立場からの意見を随時求めている.
4)法令違反等を未然に防止するとともに自浄機を働かせ、社会から信頼される企業グループとして存短することを目的として、グループ全役職
員を対象に、職制を経由することなく直接通報することが可能なグループ内郁通報制度を導入し、当社内の通報窓口のほか外郁の弁匪士宰務
所にも通報窓口を設し運営している。
5)内部監査を担当する部署が取締役会にて承認された計画に基づき定期的に実施する内部監査を通じて、経営全般にわたる管理・営の制度
および業務の遂行状況を合法性と合理性の観点から検証・評価する二とにより、グループの財産の保全および経営の効宰化を図るとともに、監査
結果を杜長をはじめ取締役および監査役に報告している。
6)コンプライアンス、環・品質等の課題に関する経営の意思決定を補佐するものとLて各種委員会を設している.
フ)個々の意思決定およぴ業務執行に当たっては、法令および定款ヘの適合性等について関係郁による確認を行っている.
8)重要な意思決定およぴ業務執行に当たっては、必要に応じて外部の専門家の意見を求めることとしている。

(2)取締役の職務の執行に係る情報の保存およぴ管理に関する体伽K会社法施行規則第100条第1項第1号)
1)管理報告に関する規程および内部報の管理に関する規程を制定L、適時適籾な情報収集に努め、取締役会等ヘの報告を行うとともに、魚
要情報の対外公表にっいては、取締役会の授権に基づき、広鞍を担当する部長が行っている.
2)文の管理に関する規程を制定し、取締役会議事録等の取締役の職務の執行に係る重要書類を作成の上、保存している。
3)個人情報の保護に関する規程を制定し、適切な取り扱いに努めている。
4)Πについては、情報セキュリティーの管理に関する規程を制定し、システムの適切な運用に努めている。

状況

(3)失の危険の管理に関する規程その他の体伽K会社法施行規則第100条第1項第2号)
1)企業集団全休のりスク管理体制および危機対応体制を整備し継続的改善を図るとともに、危機時における迅速な対応と社会ヘの影響および
企業集団の損失の極小化を図るため、企業集団全体のりスク管理に関する規程および危機時における対応に関する規程を制定し、当社にりスク
管理を統括する部を設し、その担当役員をりスク管理統括責任者としている。
2)りスク管理を統括する部署において、当社の全部署におけるりスクァセスメントの実施を指示し、モの結果に基づきりスク対策実施責任部署を
特定し、その実施状況および結果を監視し、りスウ対策およびりスク管理の継続的な改善を図ることとしている。グループ各社に対しても同様の展
開を図ることとしている。
3)りスク管理を銃括する部暑において、重大な自然災害や伝染病の延に対応する当社の事業継続計画旧CP)を取りまとめ、各部暑における
整備および実施状況を監視し、定期的な演習を行い、事業継続計画旧CP)の継鶴的な改善を図ることとしている。グループ各社に対しても同様
の展開を図ることとしている.
4)企業集団全体のりスク管理に関する規程に基づき、当社各部署およびグループ各社にりスク管理責任者およびりスク管理担当者をき、重要
なりスク情報の伝達経路を糎数明示して、当社経営ヘの迅速・確実な伝達を図ることとしている。具体的には、通常の職制を通じた伝達経路の
ほかに、環境・品質に関するりスウ情報は当社の環境・品質保証を担当する部署およびりスク管理を統括する部暑に、モの他のりスク情報は当社
のりスク対策実施任都署およびりスク管理を銃括する部暑に、りスク管理任者の決裁を楊る二となくりスク管理担当者から直接伝達し、伝達
を受けた部暑において重要性を評価し、当社経営に伝達することとしている。
5)りスク管理を統括する部署は、重大品質事故、重大環境事故、重大な自然災害、伝染病の廷その他企業集団全体として危機対応が必要な
場合には、境・品質保証を担当ずる郁暑またはりスウ対策実施責任郁暑の判断にかかわらず、りスク管理統括責任者を通じて当社社長に対策
本郁の設を上申し、当社杜長の指示により対策本郁を設することとしている。なお、危機対応の一切の糧限と責任は当社社長にあり、当社社
長は必要に応じてその権限をりスク管理統括責任者に委譲することとしている。
6)対策本部の実働部隊とLて少人数のタスクチームを設することとし、タスウチームは当社社長またはりスク管理統括任者の指揮の下、情
報の収集・分析、対応方針の策定、関係各部署または関係グルーブ各社に対する指示および実施状況の管理を行い、対策本部にその活動を報
告する二ととしている。
フ)りスク管理を統括する部署は、危機対応に関して定期的な演晋を企画・実施して、危機対応体制の継続的な改善を図ることとLている。

(4)取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制(会社法施行規則第1卯条第1項第3号)
1)取締役会において経営戦略の立案および業務執行の監を行うとともに、執行役員制度を入して経営と執行を分雛することにより、業務執
行の効率化を図っている。
2)取締役会は、常務以上の役付取締役および役付執行役員で構成される経営会に対し、経営および業務執行について権限の委譲を行0てい
る。経営会羅は、原則として週1回開催され、取締役会から授権されナ=事項について迅速な経営の意思決定を行い、重要な事項については取締
役会に報告している。

(5)使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体佃K会社法施行規則第1卯条箪1項筑4号)
1)当社はじめグループ各社の役職員が拠って立つべき基本原則および精神的支柱として、「グループ理念」「グループスローガン」「グループビジ
ヨン」「グループ行動指針」および「社訓」を制定し、使用人による遵守を期すべく、周知・啓蒙に努めている。
2)法令遵守の重要性について、経営トッブが自ら折に触れて使用人に対するメッセージを発している.
3)使用人が職務の遂行に際し特に留意しておかなけれぱならない法令等を、当該職務を遂行する使用人が点検し、法令等を正しく理解すること
により法令等を遵守する休制を樽築Lている。
4)内部踏査を担当する部暑が計画的に内部監査を実施している。
5)グループ内部通報制度を運営している。



8)経営企画を担当する部署がグルーブ各杜における内部統制体制の蔓備状況をモニタリングし、必要に応じて改善を支授することとしている。
9)グルーブ内都通報制度を営している.
10)コンプライアンス、環境・品、りスク管理等の経営課題に関Lて、グループ各社において責任者およぴ担当者を選任し、連携強化を図ってい
る.

(フ)監査役がモの職務を補助すべき使用人をくことを求めた場合における当該使用人に関する事項(会社法座行規則第伯0条第3項第1号)
監役から求められた場合は、必要に応じて専任の補助使用人をくこととする。

(8)前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項(会社法施行規則第1伽条第3項第2号)
専任の補助使用人をく場合、監査役は、専任の補助使用人の人事異動について前に報告を受け、人事担当取締役と協語することができるこ
ととする。なお、当該使用人の人考課は、監役が行うこととする.

(9)取締役および使用人が監査役に報告をするための体制モの他の監査役ヘの報告に関する体制(会社法施行規則第1帥条第3項第3号)
1)取締役会および監査役が出席する各種会議・委員会において、重要項について報告している。
2)経営会護に関する規程およぴ管理報告に関する規程に基づいて作成された各程提案書および管理報告喜を監査役に供覧し、報告している。
3)取籍役およぴ使用人は、監査役の定期および随時のヒアリングに応じ、業務の状況等について報告している。
4)内部監査を担当する部は、監査役に対し、当杜およびグループ各社の内部監査を実施するに際して、その監査方針を事前に確認し、内都監
査の結果を報告することとしている。

(伯)その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制(会社法施行規則第100条第3項第4号)
監査役会が監査の実施にあたり必要と認めるときは、自らの判断で、弁護士、公認会計士、コンサルタントその他の外郁アドバイザーを利用でき
ることとしている。

(11)反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方および整備状況
市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力および団体に対しては、穀然とした態度で臨み、これらの活動を助長しないこととLている。
この基本的な考え方を「グループ行動指針」に明記し、当社はじめグループ各社の役職員に周知徹底するとともに、平素から関係行政機関およ
び警察、弁士等の専門機関との連携を深め、情報収集に努めている.また、万がー、反社会的勢力から脅威を受けたり、被害を受げるおそれ
のある場合には、組織全体として速やかに対処できる体制を構築している.

以上

2.反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその備状況

市畏社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力および団体に対しては、穀然とした態度で醸み、二れらの活動を助長しないこととしている
二の基本的な者え方を「グループ行動指針」に明記し、当杜はじめグループ各社の役職員に周知徹底するとともに、平素から関係行政機関お
よび警察、弁護士等の専門機関との連携を深め、惰報収集に努めている。また、万がー、反社会的勢力から威を受けたり、被を受けるおモ
れのある場合には、組繊金体として速やかに対処できる体制を構築している。



Vの

,.収防の入の有無

入の収防

該当項目に闘する補足説明

(3)開示担当組織の整備
当社における適時開示惰報の開示は、広御R郁が担当し、広御R郁担当役員の管理の下、広怒恨郁暴が行います。
当社及び国内主要グループ会社においては、「内部惰報管理およぴインサイダー取引規制に閲する規租」並びに「マルハニチログループ内郁
報管理およぴインサイダー取引規制に関する規程」を整備し、役職員に遵守を求めるとともに適物な運用に努めております.

(4)適時開示手統の整備
"開示手髞及ぴ開示プロセスについて
当杜グループにおける適時開示に係る体制、惰報開示プロセス等の様要は以下のとおりであります.(適時開示体制の概要に係る模式図は別紙
のとおりであります。)
.当社及び主要グループ会社の適時開示対叡となる可能性のある経営関連惰報(財務関連情綴を除く。)ほ、各社規程に基づき、経営企画部に
報告〔財務関連情報にっいては、経理部に報告され、同部にて精査の後に経営企回部ヘ報告)され、適時開示対叡となる各糧情報にっいては広
報倶部で管理されます。
・当杜関係部署やグループ会社より受領した各報については、経営企画郁が広椥R郁(必要に佑じ総務郁を含む。)との間で東京証券取引
所の適時開示基準に準じて協議し、適時開示の要否や開示文の検討を行います。
・適時開示対象となる経営関連情報及び財務関連綴は経営会諺事務局である経営企画部を経由して軽営会議及び取締役会に報倍されます。
.取締役会承認後、広級倶部長は遅滞なく開示(東証でのTD".燈録、記者会見等)します。なお、緊急性が高い事項(法律に定めのある貫要な
事項を除く.)につぃては、社内規程に基づき経営会議又は取締役社長の判断により、広報IR部長を通じて開示Lます。

2)發備した手観の周知徹底
経営会議、取翁役会ヘの報告基準や内都惰報管理に闘する規程を定め用しております.

(5)適時開示体制を対魚としたモニタリングの整備
経営者の業務執行については、経営から独立した立場である監査役が取締役会、経営会諾等に出席し、また、必要に応じ各取締役よりヒアリン
グ等を実施することにより業務執行の適正性を監しており、この監査を通して、適時開示体制の整備・運用についてもモニタリングが行われて
おります。
当社各都暑につぃては、監査部による内郁監査が実施され、禦務執行の適正性を監査することを通して適時開示体制の整備・運用についてもモ
ニタリングが行われております。

現在は、当社の株主構成等に鑑みて特別の手立ては講じておりませんが、業向上による企案価値の増大に引き続き努めるとともに、
出現した堪合に市場が混乱L株主及び投家の利益が不当になわれることのないよう必要な手立てを検討してまいります。

収者が

2.その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する亭

<適時開示体制の概要>
n)経営者の姿勢・方針の周知,啓蒙等

当社及びグループ会社は、企業の牡会的任を視し、企業伶理の潤養に勢め、企案の透明性を高めるとともに国内外の法令を遵守し、健全な
企業経営を推進していくことを基本方針としております.また、「グループ行勵指針」を制定し、その中で、すべての利害関係者が的確な意思決定
を行えるよう、会社業續およぴ業に重要なを与える報を適時・適切に開示する旨を定めております。

(2)当社の適時開示に関する特性・りスクの認識・分析
当社グループは、中核となる漁業・養殖事、陶事業、海外事業、加工業、物流事業を中心に国内外において多角的に案を推造している
ため、グループ会社数が多く、事業規模の大きい当社グループにおいて、適正な開示が行われない合、投資家ヘ与える影や社会的評
価の低下も懸念されることから、広報択部をはじめ経営企回部、総務部等の闘係部署が相互に報交換並びに開示報のチエツクを行っており
ます.
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